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特集１　あなたが住む街の電子自治体への取組　その１

１　目的と概略
１．１　自治体クラウド推進を通じた効率のよい電子自治体の実現
総務省では平成２３年度を自治体クラウドの本格的な普及開始期と位置付け、全国の自治体に向けて情報発信
するとともに、当協会においても、自治体クラウドに関する先進事例紹介を行うことで普及啓発活動を推進してま
いりました。
Ｆｕｔｕｒｅ ｖｏｌ．１５ Ｎｏ．１では奈良県７市町の事例を紹介し、Ｆｕｔｕｒｅ ｖｏｌ．１５ Ｎｏ．２では自治体クラウドの類型化を
通して今後の論点をまとめるとともに、神奈川県１４町村、東京都西多摩郡４町村、町田市の事例を紹介しました。
本紙Ｆｕｔｕｒｅ ｖｏｌ．１６ Ｎｏ．１秋号では、引き続き更に先進的な事例の３事例（熊本県１町・宮崎県３町、豊橋・岡崎市、
甲府市）を紹介いたします。

１．２　自治体クラウド推進の動き
総務省では、全国の自治体に向けての情報発信、自治体クラウドに対する地財措置等をもって普及を図ってい

るところです。また、地域情報プラットフォームへの準拠を補助事業の要件とすることなどを通じて、自治体クラウド
への移行における技術的な標準化を図っています。一方、中間標準レイアウト仕様等の整備を通じて、既設システ
ムから自治体クラウドへの円滑なデータ移行に係る一定の施策も取ってきました。
 これらの施策により全国規模で自治体クラウドの普及・導入に一層弾みが付き、全国でいくつかの構築事例が
見られるようになりました。
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１．３　自治体クラウド導入において自治体が取り組むべきこととは
Ｆｕｔｕｒｅ ｖｏｌ．１５ Ｎｏ．２ではいくつかの事例紹介を通じて、自治体が取り組むべきことについて考察しました。一つ
は共同化推進のためには、検討推進のための組織作りが必要であることがわかりました。またこれには、首長の強
いリーダシップも必要不可欠であったと言えましょう。
今回は新たな事例紹介を通じて、更にどのようなことに留意すれば、自治体クラウドが円滑に導入されるのかに
ついてご紹介いたします。 
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